
別添３
「海洋資源開発関連技術高度化研究開発費補助金」
提 案 様 式
提案書記入要領

１．様式１：提案書

（１）受付番号

国土交通省が提案の管理を行うための番号になりますので、記入しないでください。（様式２についても同様）
（２）提案者、共同提案者
　　　提案者の欄には、研究開発の統括を行う会社等について以下の事項を記入して下さい。なお、共同提案される場合は、個別の企業等ごとに記入して下さい。共同提案者が２者以上の場合は、適宜記入欄を追加してください。

1 研究開発名称：実施する研究開発の名称を記入してください。
2 氏名（ふりがな）：担当者の氏名をご記入ください。漢字氏名の上に（ ）書きでふりがなを記入してください。
3 所属会社等、部署及び役職：所属する団体・企業等の名称、部署名及び役職を記入してください。
4 所在地：郵便番号、所在地を記入してください。
5 電話番号等：担当者の電話番号及びＦＡＸ番号を記入してください。
6 Ｅ－ｍａｉｌ：担当者の電子メールアドレスを記入してください。

（３）提案書のフォーム中の注記（赤字）にしたがって、ご記入下さい。

２．様式２：提案受理票
提案受理票は、提案書を受理したことを証明する書類です。提案者の企業・団体名、代表者役職・氏名等を記入してください。本票については、国土交通省にて受付番号を記入後、提案者に対し返送します。
３．その他

各種様式は、日本語にて記載下さい。

（様式１）
	受付番号
	


　国土交通省　御中

平成３０年度　海洋資源開発関連技術高度化研究開発費補助金　提案書

	研究開発名称
	

	提案者
	ふ　り　が　な

氏　　　　　名
	
	生年月日
（西暦）

	
	所属会社等、

部署及び役職
	

	
	所在地
	〒



	
	電話番号等
	電話番号：
	ＦＡＸ：

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	

	共同提案者
	ふ　り　が　な

氏　　　　　名
	
	生年月日
（西暦）

	
	所属会社等、

部署及び役職
	

	
	所在地
	〒



	
	電話番号等
	電話番号：
	ＦＡＸ：

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	


※　共同提案する場合は、提案者及び共同提案する個別の企業等ごとに記入して下さい。共同提案者が２者以上の場合は、適宜記入欄を追加して下さい。
※本補助制度は、技術開発の難易度で支援対象を選定するものではありません。あくまで、「いかに付加価値の高いビジネスにつなげることが出来るか」、「研究開発やその後のビジネス展開に付随してエンジニアリング力やマネジメント力をいかに高めることが出来るか」を評価しますのでその点に留意してご提案下さい。

研究開発名称：○○○○○○○の研究開発　(△△株式会社)
【注記】
本補助制度の名称である「海洋資源開発関連技術高度化研究開発」ではなく、御社が提案される研究開発の名称を記載して下さい。名称は研究開発の特徴が明らかになるように工夫して下さい。括弧内は、複数者提案の場合は連名として下さい。
１．研究開発の内容及び目標
1.1　研究開発の概要
【注記】

まず提案する研究開発全体の概要を記載し、複数年度にわたる研究開発の場合は、それに続いて、平成30年度に実施する研究開発の概要を記載して下さい。なお、研究開発全体の概要には以下の点を含めて下さい。
1 具体的なニーズ又はニーズにつながることの合理的説明

2 「パッケージ化」又は「低コスト化」の内容

3 具体的な課題
1.2　研究開発目標
【注記】

提案する研究開発の最終的な成果目標について記述して下さい。なお、複数年度にわたる研究開発については、各年度の実施内容と成果目標も記述して下さい。（各年度ごとに区切りがつくように成果目標を設定して下さい。）
※ここでいう「目標」とは、研究開発によってどのような技術を実現するのか、実証試験によりどのような効果を得るのか、といったアウトプット目標のことです。開発する製品による売上高目標のようなアウトカム目標のことではありません。
1.3　研究開発内容
　【注記】
　　　本項目では、以下の２点を記載して下さい。
1 平成30年度における研究開発の具体的内容

・1.2で記載して頂いた平成30年度の実施内容を細分し、細分した実施内容を箇条書きで項目立てしたうえで、項目ごとに具体的な内容を記載して下さい。
　※どのように項目立てするかは提案者の裁量ですが、開発する技術ごと、開発する部品・製品ごと、技術開発・実証試験の別ごとなど、実際にどのような研究開発を行うのか、その内容が分かりやすくなるように工夫して項目立てして下さい。
　　特に、パッケージ化の場合は、パッケージ化製品を構成する個々の製品・部品・技術について概略を説明したうえで、今回研究開発を行う必要がある製品・部品・技術を特定し、その内容について詳細に説明するなど、パッケージ化製品全体と今回の研究開発の関係が分かりやすくなるように工夫して下さい。
・複数者提案の研究開発の場合は、上記で立てた項目ごとにどの事業者が担当するのかを明確にするなど、それぞれの事業者の役割分担が明確になるように工夫して記載して下さい。
2 本研究開発で付随的に強化される技術力やビジネス転換など
・本補助制度は、パッケージ化や低コスト化につながる技術開発やその後のビジネス展開を通じて、海洋開発市場への進出と高付加価値ビジネスへの転換（又は付加価値の一層の向上）を図ることを大きな目的としています。これを踏まえ、提案する研究開発に取り組むことにより、「マネジメント力やエンジニアリング力の向上が図られるか」、「売り切りビジネスからアフターサービスビジネスへの転換が図られるか」など、付随的に強化される技術力等も評価の対象としています。この観点からの評価に資するように、付随的に強化される技術力等について記載して下さい。
1.4　製品の優位性及び付加価値ビジネスに対するビジョン
　【注記】
・「パッケージ化」を目指す研究開発の場合は、以下の点についてご説明下さい。

1 研究開発対象となるパッケージ化製品にニーズがあること（具体的なニーズ又は潜在的なニーズを喚起することができると考えられる根拠）

2 既存製品が存在する場合はそれらと比較した場合の優位性や「売り」となるポイント

3 付加価値の高いビジネスにつなげていくビジョン（利益率などを用いて費用対効果を定量的に評価できる場合には定量的に記載して下さい。それが困難な場合は市場分析等を踏まえて定性的に記載して下さい。）
・「低コスト化」を目指す研究開発の場合は、以下の点についてご説明下さい。

1 研究開発対象となる製品・技術を適用した場合のコスト低減効果（数値データによる定量的な評価）

2 既存製品が存在する場合はそれらと比較した場合の優位性や「売り」となるポイント（①と同じ場合はこの項目は説明不要）

3 付加価値の高いビジネスにつなげていくビジョン（利益率などを用いて費用対効果を定量的に評価できる場合には定量的に記載して下さい。それが困難な場合は市場分析等を踏まえて定性的に記載して下さい。）

※両方に効果のある研究開発の場合、「パッケージ化」をベースに「低コスト化」の効果等についいても説明して下さい。
1.5　セミナーへの協力の可否
　【注記】
・国土交通省では、今後、当該事業を通じて得られた「パッケージ化」や「低コスト化」に関する成功体験の共有を図るためのセミナーを開催する予定としております。セミナー開催にあたって、ご協力頂くことの可否についてご回答下さい。

・可とされた場合には、評価項目とは別に加点し、交付案件選定に係る最終的な得点とすることとしております。
２.実施体制
　◯　提案者及び共同提案者の概要
１）　提案者
【注記】

プロジェクトをマネジメントする者が提案者となって下さい。
２）　共同提案者
【注記】
プロジェクトに参加する提案者以外の者であって、提案者と委託や請負の関係に無い者を全て記載して下さい。
　３）実施体制図
【注記】
・本研究開発が採択された場合の実施体制について記載し、下記のような図にまとめて下さい。特に、共同提案の場合、他の共同提案先を含めてそれぞれの役割分担を明確に記載して下さい。

・委託先又は共同実施先の実施内容があれば、それぞれの役割分担を明確に説明して下さい。ただし、研究開発の主たる部分を委託することはできません。
　※上記の「主たる部分」とは、業務における総合的企画、業務遂行管理、手法の決定及び技術的判断等をいいます。
（記載例）

「○○○○○の研究開発」実施体制








（注）各法人ごとに、研究開発テーマ、研究実施場所を記載すること。なお、同一の者が複数の研究開発テーマを実施する場合は、テーマごとに四角を設けて記載して下さい。
（注）「研究開発テーマ」とは次ページの全体計画の工程表で1．、2．･･･で記された研究開発課題と一致させて下さい。
４）その他特記事項
上記の他、研究開発の実施を円滑かつ確実にするための工夫として特記することがあれば記載して下さい。（特殊な施設の保有状況など）
３.研究開発予算と年度展開

3.1　全体工程及び開発予算

【注記】
・どのような研究開発テーマをどのような手順で行い、どの程度の経費、人数・日数が必要となるか以下のような一覧表にまとめて下さい。共同提案の場合、全体計画を1枚、法人ごと（委託先等も含む）に各々1枚を作成して下さい。

・研究開発スケジュールを表す線の上の＊＊＊には年度ごとの予算予定を、下の（　）内には、その年度に投入される研究員の人数・日数を人工（人・日）で記入して下さい。その際、線が複数年度にわたる場合は、年度ごとに記載して下さい。
・本事業は最短1年、最長5年の研究開発を対象としており、適宜記入欄を削減して構いません。
（例　示）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：百万円
全体計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　）内は：人・日
	研究開発項目
	３０年度
	３１年度
	３２年度
	３３年度
	３４年度
	計

	1． ◇◇技術の開発

1) ○○○の計画策定

2) ○○○の試作

3) ○○○の実験

4) データ評価
2． ◯◯評価技術

1) ○○の計画策定

2) ○○モデル作成

3) ○○の数値解析

4) ○○の試作

5) ○○の実験
6) 負荷試験
7) 開発物の実証実験

8) データ評価

9) 報告書作成


	
	
	
	
	
	

	研究開発費

合　　計
	＊＊＊

（＊）
	＊＊＊

（＊）
	＊＊＊

（＊）
	＊＊＊

（＊）
	＊＊＊

（＊）
	＊＊＊

（＊）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：百万円

◇◇◇株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　）内は：人・日
	研究開発項目
	３０年度
	３１年度
	３２年度
	３３年度
	３４年度
	計

	1． ◇◇技術の開発

1) ○○○の計画策定

2) ○○○の試作

2． ◯◯評価技術

1) ○○の計画策定

2) ○○モデル作成

3) ○○の数値解析

4) ○○の試作

5) ○○の実験

6) データ評価


	
	
	
	
	
	

	研究開発費

合　　計
	＊＊＊

（＊）
	＊＊＊

（＊）
	＊＊＊

（＊）
	＊＊＊

（＊）
	＊＊＊

（＊）
	＊＊＊

（＊）


3.2　開発費概算等
【記載例】　　　　　　　　　【平成○○年度】年度別見込み
	目
	 目の細分
	算　出　根　拠（例）
	金額（千円）
	目小計（千円）

	（１）施設費
	○○実証実験
○○の建造＝20,000千円

○○の開発
　○○の購入＝8,000千円
	
28,000
	
28,000

	（２）機械装置費
	○○の試験
○○装置の据付＝8,000千円

○○の検証
○○の改造＝20,000千円

○○の開発
　○○の借入れ＝20,000千円
	
48,000
	
48,000

	（３）工具器具備品費
	
	
0
	
0

	（４）材料費
	○○の試験

試作用の材料費＝43,500千円
	43,500
	43,500

	（５）使用料
	
	0
	0

	（６）プログラム取得費
	○○の数値解析

プログラム改良費＝6,000千円
	6,000
	6,000

	（７）直接人件費
	技術者給与
	○○の試験

40千円×150人･日＝6,000千円

○○の試験

40千円×600人･日＝24,000千円
	30,000
	31,000

	
	賃金
	○○の試験（データ処理）
1千円×1000人･時＝1,000千円
	1,000
	

	（８）外注費
	委託費
	◯◯の試験

試料の製造＝20,000千円
	20,000
	20,050

	
	役務費
	翻訳費＝50千円
	50
	

	（９）その他
	旅費
	◯◯実証実験

50千円×10人･回＝ 500千円
	500
	550

	
	会議費
	10千円×5回＝ 50千円
	50
	

	
	その他
	
	0
	

	合　計
	
	
	177,100
	177,100


（注）

・研究開発全体の所要経費について、見込額を記述して下さい。
・上記は一例を示します。本例に準じて費用の内訳を提示下さい。複数年度にわたるものは、年度ごとに分けて、各年度の内容を記入して下さい。

・費用の計上に際しては、「1.3　研究開発内容」と関連づけて、具体的な内容のどの項目にどれだけの費用が掛かるのかが分かる形でご記載下さい。
【平成○○年度】通年見込み（複数年度にわたる研究開発に限る）
	年度
	年度諸経費
	備考

	平成△△年度
	221,300
	

	平成□□年度
	178,300
	

	平成○○年度
	177,100
	

	
	
	

	
	
	

	合計
	576,700
	


（注）

・複数年度にわたるものは、年度ごとの見込みに加え、上記のとおり通年での合計額も記載して下さい。
４．研究開発成果の製品化・普及の見込み
【注記】
　以下に示す状況に応じ、製品化・普及の見込みについて説明して下さい。
1 具体のビジネスが動いている場合は、その概略
2 技術開発後に製品化・普及に向けた何らかの取組が必要な場合は、その計画
必要に応じて概念図等を用いて説明して下さい。
（参考）研究実施場所について
・提案された研究開発を実施する場所を記載して下さい。

・また再委託先等がある場合は、再委託先等に関しても同様に記載して下さい。
（記載例）

研究所：○○○○○研究所
住　　所　：〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○○
委託先：△△△△△株式会社
住　　所　：〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○○


（様式２）
提　案　受　理　票

	受付番号
	


研究開発名称※：　○○○○○○○の研究開発
提案者※：　

　　企業・団体等名※　　　株式会社○○○○○○

　　担当者役職・氏名※ 　○○○○　○○○○○○
　　ＦＡＸ番号※ 　　　　○○○（○○○）○○○○

Ｅ－ｍａｉｌ※　　　　　　○○―○○＠○○○.○○
　　　　　　　　　　　　　　　国土交通省　海事局　海洋・環境政策課　海洋開発戦略室
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒１００－８９１８
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京都千代田区霞が関２丁目１番３号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　０３－５２５３－８６１４（直通）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　０３－５２５３－１６４４
平成３０年度海洋資源開発関連技術高度化研究開発費補助金に関する提案書類を受領いたしました。

本件に関するご連絡等につきましては、受付番号をご使用願います。

※本票は、提案書を受理したことを証明する書類です。国土交通省海事局海洋・環境政策課より、提案者に対し返送するためご記入願います。
プロジェクトリーダー


・所属：◇◇株式会社


・役職名：□□グループ長


・氏名：　＠＠　＠＠＠





共同提案者





提案者





○○株式会社


研究開発テーマ：○○評価技術


研究実施場所：○○センター（横浜）


責任者：役職名/氏名








◇◇株式会社


研究開発テーマ：◇◇技術の開発


研究実施場所：


◇◇センター（川崎）


責任者：役職名/氏名





共同研究


(該当あれば)





研究開発テーマ：××に関する設計手法の開発


研究実施場所：◯◯センター（横浜）


責任者：役職名/氏名














委託


(該当あれば)





◎◎試験所


委託内容：＊＊測定方法の開発


研究実施場所：＊＊研究室（つくば）


委託理由：＊＊＊
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（3・60）





＊＊＊


（＊）
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